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一般社団法人日本助産学会 

第13回 社員総会 

 

日 時  2022 年 6 月 26 日（日）  

 

＜報告事項＞  

１． 理事会報告  

２． 2022 年移行年度事業報告  

 

＜審議事項＞  

１． 2022 年移行年度収支決算報告  

２． 監査報告  
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理 事 会 報 告 

 

 

理事長 片岡 弥恵子 

 

 

第6回理事会 2022年3月18日（金）12：30～13：30 於：Web会議 

       出席者14名 （理事 12名、監事2名） 

       欠席者1名 

 

＜報告事項＞ 

１． 各担当・委員会報告 

２． 第36回学術集会：準備状況報告 

３． 第12回社員総会の進行について 

 

＜審議事項＞ 

１． 日本助産評価機構役員、評議員の推薦 

２． 2022年度委員会委員・ワーキンググループメンバーについて 

３． 日本助産学会作成のガイドライン、教材、資料等に関するオンライン・オンデマンド講義（外部）について 

４． ワーキンググループ活動に関連した研究の参加者募集 
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2022年移行年度事業報告 

 

１．庶務担当                            担当理事 江藤 宏美 

 

１）会員数（2022年3月31日現在、総会員数3,053名） 

地区別 

会員数 
北海道 東北 

関東  

甲信越 
東京 

東海  

北陸 
近畿 

中国  

四国 

九州  

沖縄 
海外 合計 入会数 退会数 

普通  

会員数 
113 136 577 453 440 446 224 277 2 2,668 0 52 

特別   

会員数 
4 8 42 41 28 23 16 28 0 190 0 9 

学生 

会員数 
14 8 32 25 19 40 19 18 0 175 0 0 

名誉 

会員数 
3 0 3 4 2 3 3 2 0 20 - 0 

合計 134 152 654 523 489 512 262 325 2 3,053 0 61 

＊賛助会員 2団体 

 

２）庶務活動 

・会議準備および会員管理を行った。 

 

２．会則担当                            担当理事 葉久 真理 

・定例的な活動を行った。 

 

３．渉外担当                             担当理事 島田 真理恵 

・定例的な活動を行った。 

 

４．広報委員会                            委員長 中込 さと子 

・定例的な活動を行った。 

 

５．編集委員会                            委員長 吉沢 豊予子 

・定例的な活動を行った。 

 

６．表彰関連委員会                            委員長 森 明子 

・第36回学術集会にて開催された第 16回学会賞の授賞式の準備を行った。 

 

７．国際委員会                              委員長 渡邊 浩子 

・第35回日本助産学会学術集会にて実施した交流会「Midwifery for all, Reproductive health for all - Challenges for the future- 

助産師トーク：世界に発信しよう日本の助産師の現在と未来」を通して得られた日本の助産師の活動を33rd ICM Triennial 

Congressで発信する準備を進めている。ICMへの情報発信と JAM会員への情報提供として、33rd ICM Triennial Congress

の演題登録に関するスケジュールを、マンスリーメール2022年3月1号で紹介した。 

 

８．学術会議委員会                          委員長 片岡 弥恵子 

・定例的な活動を行った。 

 

９．学術振興委員会                          委員長 春名 めぐみ 

・定例的な活動を行った。 

 

10．ガイドライン委員会                        委員長 江藤 宏美 

・第36回学術集会にて「ガイドラインの読み解き方と活用」のワークショップを行った。エビデンスに基づく助産ガイ

ドラインの改定作業を行っている。 
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11．研修・教育委員会                         委員長 市川 香織 

・第36回学術集会にて「やせ体格の妊婦の体重増加をどう支援するか－改訂された「妊娠前からはじめる妊産婦のため

の食生活指針」をふまえて－」の交流集会を行った。 

 

12．助産政策委員会                          委員長 井村 真澄 

・第 36回学術集会にて「助産政策に強くなろう！－第 8次医療計画に向けた助産師の役割発揮」の交流集会、「社

会の変化に即応する政策活動の展開〜コロナ陽性妊産婦への支援」のワークショップを行った。 

 

13. 災害対策委員会                          委員長 小林 康江 

・第36回学術集会にて「災害に備える助産師のための減災ドリル」のワークショップを行った。作成した減災ドリルの

発送に向けての準備を行った。 

 

14．若手研究者活躍推進委員会                       委員長 片岡 弥恵子 

・第36回学術集会にて「もう一度世界の助産師の活躍に目を向けよう：助産師を元気に」のシンポジウムを行った。 

 

15．ワーキンググループ 

1) オンデマンドフォーラム                       リーダー 五十嵐 ゆかり 

・オンデマンドフォーラムを開設し、運用している。 

 

2) 避妊教育・相談                          リーダー 渡邊 浩子 

・第36回学術集会にて「助産師が行う避妊教育・相談の意義」のシンポジウムを行った。同学術集会にて「助産師によ

る避妊教育、相談・カウンセリング実施の実態調査」結果を発表した。現在、助産師による避妊教育・カウンセリング

の標準化プログラムの開発のために、Literature review を行っている。 

 

3) SRHR &Abortionケア                        リーダー 中込 さと子 

・4件の研究を実施している。①20歳以上の男女が持つSRHRおよびアボーションケアに関する認識の実態調査、②助

産師のSRHRの擁護とアボーションケアに対する認識と倫理的ジレンマに関する調査、③助産師が実施するアボーショ

ンケアにおける態度とケアプロセスの探索、④妊娠葛藤を抱える女性やカップルへの支援システムの課題と課題解決の

ための助産師の役割の明確化である。活動の中間報告を第 36 回学術集会にて「アボーションケアの課題：女性、助産

師、システムの調査から見えたこと」のワークショップにて行った。 

 

4) 助産ガイドライン解説版                        リーダー 田所 由利子 

・妊娠出産される女性とご家族のための助産ガイドライン 2021年度発刊、会員への送付に向けての準備 

 

5) 「院内助産・助産師外来」について政策提言              リーダー 井本 寛子 

・2024年診療報酬改定に向けての要望事項の検討 

 

6) 「乳腺炎」について政策提言                     リーダー 井村 真澄 

・2024年診療報酬改定に向けての要望事項の検討 

 

7) 「妊娠糖尿病」について政策提言                   リーダー 片岡 弥恵子 

・2024年診療報酬改定に向けての要望事項の検討 

 

8) 「NICUにおける母乳育児支援」について政策提言           リーダー 市川 香織 

・2024年診療報酬改定に向けての要望事項の検討 
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行No.

1

2

3

4

5

6

7

8

9

10

11

12

13

14

15

16

17

18

19

20

21

22

23

24

25

26

27

28

29

30

31

32

33

34

35

36

37

38

39 　　　　負債及び正味財産の部合計 134,013,731 135,024,894 -1,011,163

　　　　正味財産の部合計 131,554,811 132,956,529 -1,401,718

　２　一般正味財産 131,554,811 132,956,529 -1,401,718

　　　　（うち特定資産への充当額） (14,500,000) (14,500,000) 0

　　　　指定正味財産合計 0 0 0

Ⅲ　正味財産の部

　１　指定正味財産 0 0 0

　　　　負債の部合計 2,458,920 2,068,365 390,555

　　　　流動負債合計 2,458,920 2,068,365 390,555

　　　　　前受金 0 0 0

　　　　　預り金 7,889 7,727 162

　　　　  未払消費税等 50,500 240,400 -189,900

　　　　　未払法人税等 11,600 70,000 -58,400

　１　流動負債

　　　　　未払金 2,388,931 1,750,238 638,693

Ⅱ　負債の部

　　　　資産の部合計 134,013,731 135,024,894 -1,011,163

　　　　　助産教育オンデマンドフォーラム積立金 5,000,000 5,000,000 0

　　　　固定資産合計 14,500,000 14,500,000 0

　　　　　周年特別事業積立金 1,500,000 1,500,000 0

　　　　　学術振興積立金 8,000,000 8,000,000 0

　２　固定資産

　　　　特定資産

　　　　流動資産合計 119,513,731 120,524,894 -1,011,163

　　　　　前払費用 403,334 403,334 0

　　　　　学術集会返金予定金 2,296,077 2,000,000 296,077

　　　　　貯蔵品 0 0 0

　　　　　前払金 882,888 0 882,888

　　　　　普通預金 115,931,102 118,121,230 -2,190,128

　　　　　未収金 330 330 0

Ⅰ　資産の部

　１　流動資産

貸　借　対　照　表
2022年　3月31日

一般社団法人　日本助産学会 （単位：円）

科　　目 当　年　度 前　年　度 増　　減
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一般社団法人　日本助産学会
行No

1 Ⅰ　一般正味財産増減の部

2 １.経常増減の部

3 （１）経常収益

4 ①会費収入

5 普通会員会費収入

6 特別会員会費収入

7 学生会員会費収入

8 賛助会員会費収入

9 寄付会費収入

10 入会金収入

11 過年度分の会費収入

12 ②事業収入

13 事業開催時参加費等

14 オンデマンド研修受講料

15

16 学術集会収入

17 学会誌等販売収入

18 ③寄付金・補助金収入

19 寄付金収入ーICMセーフマザーフッド基金

20 寄付金収入ーICM国際基金

21 ④研究事業収入

22 受託研究費

23 ⑤雑収入

24 受取利息

25 著作権収入

26 雑収益その他

27

28 （２）経常費用

29 ①事業費

30 学会誌刊行事業費

31 編集制作費

32 発送費

33 支払手数料

34 学術奨励事業費

35 研究助成金

36 支払手数料

37 オンデマンド研修事業費

38 オンデマンド研修運営費

39 研究事業費

40 受託研究費

41 学術集会

42 学術集会開催費

43 総務委員会

44 雑給

45 印刷製本費

46 旅費交通費

47 通信運搬費

48 消耗品費

49 賃借料

50 諸謝金

51 支払手数料

52 新聞図書費

53 委託費

54 会議費

55 会則担当

56 雑給

57 印刷製本費

58 旅費交通費

59 通信運搬費

60 消耗品費

61 賃借料

62 諸謝金

63 支払手数料

64 新聞図書費

65 委託費

66 会議費

0 0 0

0 1,014,972 -1,014,972

0 0 0

0 1,014,972 -1,014,972

0 0 0

0 0 0

0 0 0

0 0 0

0 0 0

0 0 0

0 0 0

0 0 0

0 0 0

0 0 0

0 0 0

0 0 0

0 0 0

0 5,500 -5,500

0 0 0

0 0 0

0 0 0

0 0 0

0 0 0

0 0 0

0 0 0

16,833,923 26,272,344 -9,438,421

0 0 0

0 0 0

0 3,030,000 -3,030,000

0 0 0

16,833,923 26,272,344 -9,438,421 第36回学術集会（学会返金分除く）

0 5,500 -5,500

0 0 0

0 3,030,000 -3,030,000

0 1,645,120 -1,645,120

0 0 0

17,191,493 39,872,844 -22,681,351

0 1,645,120 -1,645,120

経常収益計 17,557,430 58,099,268 -40,541,838

10,560 118,477 -107,917

0 0 0

10,702 118,808 -108,106

142 331 -189

0 0 0

0 0 0

0 285,000 -285,000

0 0 0

74,800 327,162 -252,362 学会誌の別刷り代、日本助産師会出版

0 285,000 -285,000

助産教育オンデマンドフォーラム収入 1,928 161,953 -160,025 オンデマンドフォーラム

17,130,000 27,165,012 -10,035,012 第36回学術集会

0 1,348,413 -1,348,413

0 664,920 -664,920

340,000 1,830,000 -1,490,000 過年度分会費の当年度における収入額

17,206,728 29,667,460 -12,460,732

0 0 0

0 378,000 -378,000

0 60,000 -60,000

0 23,960,000 -23,960,000

0 1,340,000 -1,340,000

340,000 28,028,000 -27,688,000

正味財産増減計算書
自2022年2月1日　至2022年3月31日

（単位：円）

科目 当年度 前年度 増減 備考

0 460,000 -460,000
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67 広報委員会

68 雑給

69 印刷製本費

70 旅費交通費

71 通信運搬費

72 消耗品費

73 賃借料

74 諸謝金

75 支払手数料

76 新聞図書費

77 委託費

78 会議費

79 編集委員会

80 雑給

81 印刷製本費

82 旅費交通費

83 通信運搬費

84 消耗品費

85 賃借料

86 諸謝金

87 支払手数料

88 新聞図書費

89 委託費

90 会議費

91 表彰関連委員会

92 雑給

93 印刷製本費

94 旅費交通費

95 通信運搬費

96 消耗品費

97 賃借料

98 諸謝金

99 支払手数料

100 新聞図書費

101 委託費

102 会議費

103 表彰関係費

104 国際委員会

105 雑給

106 印刷製本費

107 旅費交通費

108 通信運搬費

109 消耗品費

110 賃借料

111 諸謝金

112 支払手数料

113 新聞図書費

114 委託費

115 会議費

116 学術振興委員会

117 雑給

118 印刷製本費

119 旅費交通費

120 通信運搬費

121 消耗品費

122 賃借料

123 諸謝金

124 支払手数料

125 新聞図書費

126 委託費

127 会議費

128 ガイドライン委員会

129 雑給

130 印刷製本費

131 旅費交通費

132 通信運搬費

133 消耗品費

134 賃借料

135 諸謝金

136 支払手数料

137 新聞図書費

138 委託費

139 会議費

140 広報活動費

0 0 0

0 7,000 -7,000

0 0 0

0 0 0

0 0 0

0 0 0

0 0 0

0 0 0

0 0 0

0 0 0

0 0 0

0 0 0

0 0 0

0 7,000 -7,000

0 0 0

0 191,400 -191,400

0 0 0

0 0 0

0 0 0

0 0 0

0 0 0

0 0 0

0 7,200 -7,200

0 0 0

0 198,600 -198,600

0 0 0

0 0 0

0 21,525 -21,525

0 0 0

0 0 0

0 0 0

0 0 0

0 0 0

0 770 -770

0 57,000 -57,000

0 0 0

70,400 0 70,400 功労賞・奨励賞の盾、学会賞の賞状

0 79,295 -79,295

0 473,550 -473,550

0 0 0

0 0 0

0 0 0

0 0 0

0 0 0

0 0 0

0 0 0

0 0 0

0 0 0

70,400 473,550 -403,150

0 0 0

0 108,680 -108,680

0 0 0

0 0 0

0 0 0

0 0 0

0 0 0

0 0 0

0 0 0

0 0 0

0 0 0

0 108,680 -108,680

0 0 0

107,250 161,150 -53,900 ﾏﾝｽﾘｰﾒｰﾙ配信、HP修正等

0 0 0

0 0 0

0 0 0

0 0 0

0 42,316 -42,316

0 0 0

0 0 0

0 87,450 -87,450

0 0 0

107,250 290,916 -183,666

0 0 0
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141 研修教育委員会(ｵﾝﾃﾞﾏﾝﾄﾞﾌｫｰﾗﾑ含む)

142 雑給

143 印刷製本費

144 旅費交通費

145 通信運搬費

146 消耗品費

147 賃借料

148 諸謝金

149 支払手数料

150 租税公課

151 委託費

152 会議費

153 助産政策委員会

154 雑給

155 印刷製本費

156 旅費交通費

157 通信運搬費

158 交際費

159 消耗品費

160 賃借料

161 諸謝金

162 支払手数料

163 新聞図書費

164 委託費

165 会議費

166 災害対策委員会

167 雑給

168 印刷製本費

169 旅費交通費

170 通信運搬費

171 消耗品費

172 賃借料

173 諸謝金

174 支払手数料

175 新聞図書費

176 委託費

177 会議費

178 若手研究者活躍推進委員会

179 雑給

180 印刷製本費

181 旅費交通費

182 通信運搬費

183 消耗品費

184 賃借料

185 諸謝金

186 支払手数料

187 新聞図書費

188 委託費

189 会議費

190 選挙管理委員会

191 雑給

192 印刷製本費

193 旅費交通費

194 通信運搬費

195 消耗品費

196 賃借料

197 諸謝金

198 支払手数料

199 新聞図書費

200 委託費

201 会議費

202 避妊教育・相談ワーキング事業

203 雑給

204 印刷製本費

205 旅費交通費

206 通信運搬費

207 消耗品費

208 賃借料

209 諸謝金

210 支払手数料

211 新聞図書費

212 委託費

213 会議費 0 0 0

0 0 0

0 23,053 -23,053

0 61,253 -61,253

0 0 0

0 0 0

0 0 0

0 0 0

0 27,764 -27,764

0

0 0 0

0 112,070

0 0 0

0 0 0

50,000 125,174

0 0 0

0 0 0

0 0 0

0 0 0

0 0 0

0 1,214,199 -1,214,199

0 0 0

0 1,214,199 -1,214,199

0 0 0

0 0 0

0 0 0

0 0 0

0 0 0

-75,174 第36回学術集会ｼﾝﾎﾟｼﾞｳﾑ7　講演委託

0 0 0

0 0 0

0 0 0

0 0 0

0 0 0

0 0 0

0 0 0

0 0 0

50,000 125,174 -75,174

0 0 0

38,500 183,117 -144,617 減災ドリル　デザイン

0 63,438 -63,438

0 1,680 -1,680

0 0 0

0 0 0

0 0 0

0 2,596 -2,596

0 0 0

91,420 0 91,420 減災ドリル　中綴じ製本代

0 0 0

129,920 250,831 -120,911

0 0 0

0 1,596,100 -1,596,100

0 44,547 -44,547

0 10,780 -10,780

0 0 0

0 22,110 -22,110

0 0 0

0 0 0

0 0 0

0 0 0

0 1,673,537 -1,673,537

0 0 0

0 0 0

0 0 0

0 1,247,949 -1,247,949

-112,070

0

0 50,049 -50,049

0 0 0

0 0 0

0 0

0 1,197,900 -1,197,900

0 0 0

0 0 0

0 0 0

0 0

0 0 0
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214 Abortionケアワーキング事業

215 雑給

216 印刷製本費

217 旅費交通費

218 通信運搬費

219 消耗品費

220 賃借料

221 諸謝金

222 支払手数料

223 新聞図書費

224 委託費

225 会議費

226 助産ガイドライン解説版ワーキング事業

227 雑給

228 印刷製本費

229 旅費交通費

230 通信運搬費

231 消耗品費

232 賃借料

233 諸謝金

234 支払手数料

235 新聞図書費

236 委託費

237 会議費

238 助産政策ワーキング事業

239 雑給

240 印刷製本費

241 旅費交通費

242 通信運搬費

243 消耗品費

244 賃借料

245 諸謝金

246 支払手数料

247 新聞図書費

248 委託費

249 会議費

250 学会関連事業費

251 助産３団体

252 健やか親子21

253 助産評価機構

254 看護系学会協議会

255 看護系学会等社会保険連合

256 日本助産実践能力推進協議会

257 ICM

258 4団体連絡会

259

260

261 その他関連団体

262 寄付金

263 ICMセーフマザーフッド基金

264 ICM国際基金

265 その他

0 0 0

0 0 0

0 0 0

0 884,757 -884,757

0 0 0

0 200,000 -200,000

0 0 0

0 500,000 -500,000

0 0 0

0 0 0

0 0 0

0 0 0

0 0 0

0 0 0

0 0 0

0 0 0

0 0 0

0 0 0

0 0 0

0 222,376 -222,376

0 0 0

0 0 0

0 0 0

0 0 0

0 0 0

0 0 0

0 0 0

0 0 0

0 0 0

0 222,376 -222,376

0 81,600 -81,600

0 98,835 -98,835

0 39,756 -39,756

0 0 0

0 0 0

0 0 0

0 0 0

0 7,400 -7,400

0 0 0

0 0 0

0 227,591 -227,591

0 0 0

0 0 0

0 0 0

0 0 0

日本母体救命システム普及協議会（J-CIMELS) 0 0 0

0 0 0

日本学術会議 0 8,383 -8,383

0 80,000 -80,000

0 0 0

0 0 0

0 1,673,140 -1,673,140

9



266 ②管理費

267 会議運営費

268 社員総会費

269 学会総会費

270 理事会費

271 会議費

272 旅費交通費

273 通信運搬費

274 総務・会計

275 雑給

276 ホームページ管理運営費

277 印刷製本費

278 旅費交通費

279 通信運搬費

280 交際費

281 消耗品費

282 租税公課

283 謝金

284 支払手数料

285 委託費

286 会議費

287 寄付金支出

288 雑費

289 法人税等

290 その他

291

292

293 2．経常外増減の部

294 （１）経常外収益

295

296 （２）経常外費用

297

298

299

300

301

302 Ⅱ　指定正味財産増減の部

303

304

305

306 Ⅲ　正味財産期末残高 131,554,811 132,956,529 -1,401,718 「行301」+「行305」

指定正味財産期首残高 0 0 0

指定正味財産期末残高 0 0 0

当期指定正味財産増減額 0 0 0

一般正味財産期首残高 132,956,529 122,365,193 10,591,336 前年度の一般正味財産期末残高

一般正味財産期末残高 131,554,811 132,956,529 -1,401,718 「行299」+「行300」

当期経常外増減額 0 0 0

当期一般正味財産増減額 -1,401,718 10,591,336 -11,993,054

0 0 0

経常外費用計 0 0 0

経常外収益計 0 0 0

当期経常増減額 -1,401,718 10,591,336 -11,993,054 「行27」-「行291」

0 0 0

経常費用計 18,959,148 47,507,932 -28,548,784 「行29」+「行266」

0 40,000 -40,000

11,600 69,900 -58,300 法人住民税均等割

22,180 0 22,180 zoom利用料

0 0 0

31,528 472,656 -441,128 振込手数料＋クレジットカード手数料（オンデマンド）

1,094,225 4,899,895 -3,805,670 税理士顧問料・事務委託料

50,520 631,547 -581,027 受取利息の源泉所得税、消費税等

0 0 0

0 0 0

0 7,150 -7,150

0 0 0

46,102 402,232 -356,130 会費請求等事務通信費等・マンスリーメール配信

173,800 756,250 -582,450 ホームページ維持・管理費

0 173,100 -173,100

1,429,955 7,452,730 -6,022,775

0 0 0

0 0 0

0 0 0

70,400 39,600 30,800

70,400 39,600 30,800 議事録作成等

267,300 142,758 124,542 第12回社員総会関連費

0 0 0

1,767,655 7,635,088 -5,867,433

337,700 182,358 155,342

10



行No.

1

2

3

4

5

6

7

8

9

10

11

12

13

14

15

16

17

18

19

20

21

22

23

24

25

26

27

28

29

30

31

32

33

34

35

36

37

38

39

40

41

42 　　正味財産（①－②） 131,554,811

　　　　固定負債合計 0

　　負債の部合計（②） 2,458,920

　２　固定負債

　　　　　預り金 7,889

　　　　流動負債合計 2,458,920

　　　　　未払法人税等 11,600

　　　　　前受金 0

　　　　　未払金 2,388,931

　　　　　未払消費税等 50,500

Ⅱ　負債の部

　１　流動負債

　　資産の部合計（①） 134,013,731

　　　　　助産教育オンデマンドフォーラム積立金（りそな銀行　神戸支店） 5,000,000

　　　　固定資産合計 14,500,000

　　　　　周年特別事業積立金（りそな銀行　神戸支店） 1,500,000

　　　　　学術振興積立金（三菱UFJ銀行　神戸支店） 8,000,000

　２　固定資産

　　　　特定資産

　　　　流動資産合計 119,513,731

　　　　　前払費用（2022年度分編集業務委託費） 403,334

　　　　　学術集会返金予定金（第36回学術集会開催準備金+予備費） 2,296,077

　　　　　未収金 330

　　　　　前払金（2022年度分　ICM年会費等） 882,888

　　　　　　　りそな銀行      神戸支店　  　普通0188149 3,531,179

　　　　　　　ゆうちょ銀行  　郵便振替口座（ニュージーランド復興寄付） 97,792

　　　　　　　三菱UFJ銀行   神戸支店      普通0147746 1,346,663

　　　　　　　ゆうちょ銀行  　郵便振替口座（ICMセーフマザーフッド基金） 293,042

　　　　　　　ゆうちょ銀行  　郵便振替口座（ICM国際） 124,812

　　　　　　　ゆうちょ銀行　  郵便振替口座（会費受入） 101,080,190

　　　　　　　ゆうちょ銀行  　郵便振替口座（事業参加費） 1,843,416

　　　　　　　三井住友銀行　飯田橋支店　 普通6572928（会費受入・経費支払） 3,954,893

　　　　　　　ゆうちょ銀行　  口座番号10190-33753051 3,205,832

　　　　　　普通預金 115,931,102

　　　　　　　みずほ銀行　 　大塚支店　　　普通2198629 453,283

　　　　　現金預金

　　　　　　現金 0

Ⅰ　資産の部

　１　流動資産

財産目録
2022年　3月31日

一般社団法人　日本助産学会 （単位：円）

科目・摘要 金額
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一般社団法人 日本助産学会定款 

 

第 １ 章   総    則 

（名称） 

第１条 この法人は、一般社団法人日本助産学会（以下、本学会という）と

称する。  

（事務所） 

第２条 本学会は、主たる事務所を東京都荒川区に置く。  

（目的） 

第３条 本学会は、助産学に関する研究の推進・知識の普及により助産学の

発展をはかり、我が国の母子保健の向上に寄与し、国際連帯を持っ

て人類の健康と福祉に資することを目的とする。 

（規律） 

第４条 本学会は、別に定める倫理規程の理念と規範に則り、事業を公正か

つ適正に運営し、前条に掲げる目的の達成に努めるものとする。  

（目的事業）  

第５条 本学会は、第３条の目的を達成するため、次の事業を行う。 

（１）学術集会の開催 

（２）学会誌等の発行 

（３）助産学に関する研究及び調査 

（４）学術奨励事業 

（５）助産ガイドラインの作成・普及 

（６）国内外の関連機関・団体との協力及び連携 

（７）母子とその家族及び女性の健康と福祉に貢献するための社会

活動 

（８）その他目的を達成するために必要な事業 

２  前項の事業については、全国において行うものとする。 

（公告）  

第６条 本学会の公告は、電子公告により行う。ただし、事故その他やむ得

ない事由によって電子公告による公告をすることができない場合

は、官報に掲載する方法により行う。 

（機関の設置）  

第７条 本学会は、理事会及び監事を置く。 

（事業年度）  

第８条 本学会の事業年度は、毎年４月１日に始まり、翌年３月３１日に終

わる。  

 

第 ２ 章   会    員 

（会員の種別）  

第９条 本学会の会員は、次の５種とする。 

（１）普通会員 本学会の目的に賛同し、助産師免許を有し、かつ

助産学に関心のある個人であって、理事会の承認を得た者をい

う。 

（２）特別会員 本学会の目的に賛同し、保健医療及び助産学の関

連領域に関心のある個人であって、理事会の承認を得た者をい

う。 

（３）賛助会員 本学会の目的に賛同する個人または団体をいう。 

（４）学生会員 本学会の目的に賛同し看護師・助産師免許を取得

できる課程に在籍している個人であって、理事会の承認を得た

者をいう。 

（５）名誉会員 本学会の発展に多大な寄与をした会員の中から、

社員総会において別に定める規程に基づき理事会により推薦 

 

され、理事会の承認を得た者をいう。 

（入会） 

第 10 条 普通会員及び特別会員として入会しようとする者は、本学会の目

的に賛同することを宣した上で、所定の電磁的方法もしくは書面

により入会の申込みを行い、理事会の承認を受けなければならな

い。 

２  学生会員として入会しようとする者は、本学会の目的に賛同する

ことを宣した上で、所定の電磁的方法もしくは書面により入会の申

込みを行い、同時に在籍する助産師教育課程の有効な学生証を提示

し、理事会の承認を受けなければならない。 

３  入会は、理事会においてその可否を決定し、これを本人に通知す

るものとする。 

（会費）  

第11条  本学会の会員は、社員総会において別に定める会費を納入しなけ

ればならない。  

２  会費の金額については、社員総会の議決により会員規程に定める。 

３  学生会員は学生会員資格継続のために、毎年本法人の指定の期日 

までに学生証の提示を事務局に対し行なった上で会費を納入しな

ければならない。 

４  本条第1項の規定にかかわらず、名誉会員は会費の納入を要しな

い。 

（会員の資格喪失）  

第12条 会員が次の各号の一に該当する場合には、その資格を喪失する。  

（１）退会したとき。  

（２）個人である会員が死亡したとき、法人である会員が解散した

とき、または団体である会員が消滅したとき。 

（３）２年以上会費を滞納した後、本学会から督促があっても１か

月間滞納金額の納付がないとき。 

（４）除名されたとき。 

（退会）  

第 13 条 普通会員、特別会員、賛助会員、学生会員及び名誉会員は、理事

会が別に定める退会届を提出して、任意に退会することができる。  

（除名）  

第 14 条 会員が次の各号の一に該当する場合には、社員総会において、総

普通会員の半数以上であって、総普通会員の議決権の３分の２以

上の議決に基づき、除名することができる。この場合、その会員

本人に対し、社員総会の１週間前までに、理由を付して除名する

旨の通知をなし、社員総会において、その会員が議決の前に弁明

する機会を与えなければならない。  

（１）本学会の定款又は規則に違反したとき。  

（２）本学会の名誉を傷つけ、又は目的に反する行為をしたとき。 

（３）その他の正当な事由があるとき。  

２  前項により除名が議決されたときは、その会員本人に対し、通知

するものとする。  
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（会員資格喪失に伴う権利及び義務）  

第15条 会員が第14条の規定によりその資格を喪失したときは、本学会に

対する会員としての権利を失い、義務を免れる。ただし、未履行

の義務は、これを免れることができない。 

２  本学会は、会員がその資格を喪失しても、既納の会費及びその他

の拠出金品は、これを返還しない。  

 

第 ３ 章   社    員 

（代議員制の採用） 

第16条 本学会の社員は、代議員をもってこれにあてる。 

２   代議員を選出するために別に理事会が定める規程により、普通会

員による代議員選挙を行う。 

３   本学会は代議員を普通会員２５名に１人の割合で置く。 

４   本条第２項の代議員選挙において、普通会員は等しく選挙代議員

を選挙する権利を有し、また代議員に立候補する権利も有する。 

５   代議員は、普通会員の中から選ばれることを要する。 

６   理事又は理事会は、代議員を選出することができない。 

７   その他、定めのない事項については理事会で定めた規程に基づく

ものとする。 

（任期） 

第17条 代議員の任期は、２年とし再任を妨げない。ただし、連続して３

期までとする。 

２   前項の規定にかかわらず、代議員が社員総会決議取消しの訴え、

解散の訴え、責任追及の訴え又は理事もしくは監事の解任の訴え

（一般社団法人及び一般財団法人に関する法律（2006年法律第48

号。以下「法人法」という。）第266条第1項、第268条、第278

条又は第284条）を提起している場合（法人法第278条第1項に規

定する訴えの提起の請求をしている場合を含む。）には、当該訴訟

が終結するまでの間、当該代議員は社員たる地位を失わない。この

場合において、当該代議員は、理事及び監事（以下「役員」という。）

の選任及び解任（法人法第63条及び第70条）並びに定款変更（法

人法第146条）についての議決権を有しないこととする。 

３ 代議員の辞任または死亡等によりに欠員を生じたときは、代議員選

挙における地区別得票順位名簿の中から次点者が残任期間その任

に当たるものとする。 

（社員資格の喪失） 

第18条 社員は、次の各号の一に該当する場合には、その資格を喪失する。  

（１）退社したとき。  

（２）成年被後見人又は被保佐人になったとき。 

（３）死亡し、若しくは失踪宣告を受け、又は解散したとき。 

（４）会員資格を喪失したとき。  

（５）総社員の同意があったとき。 

 

第 4 章   社 員 総 会 

（種類）  

第 19 条 本学会の社員総会は、定時社員総会及び臨時社員総会の２種とす

る。  

（構成）  

第20条 社員総会は、社員をもって構成する。  

２   社員総会における議決権は、社員１名につき１個とする。 

（権限）  

第 21 条 社員総会は、一般社団・財団法人法に規定する事項並びにこの定

款で定める事項を議決する。  

社員総会は、次の事項を議決する。 

（１）役員の選任及び解任  

（２）定款の変更  

（３）貸借対照表及び損益計算書（正味財産増減計算書）の承認  

（４）入会の基準並びに会費の金額  

（５）会員の除名及び社員の除名  

（６）解散  

（７）合併、事業の全部又は一部の譲渡及び公益目的事業の全部の

廃止  

（８）理事会において社員総会に付議した事項 

（９）本学会運営上の重要事項として理事会において社員総会に付

議した事項 

（10）前各号に定めるもののほか、法令又はこの定款に定める事項  

２   前項にかかわらず、個々の社員総会において法人法第３９条第４

項の書面に記載した目的及び審議事項以外の事項は、議決すること

ができない。 ただし、法人法第６３条第１項若しくは第２項に規

定する者の選任については、この限りではない。 

（開催） 

第22条 定時社員総会は理事会の決議に基づき理事長が招集し、毎年１回、

毎事業年度終了後３ケ月以内に開催する。 

２   臨時社員総会は、次の各号の一に該当する場合に開催する。 

（１）理事が必要と認め、理事会に招集の請求をしたとき。 

（２）議決権の１０分の１以上を有する社員から、会議の目的であ

る事項及び招集の理由を記載した書面により、招集の請求が理

事長にあったとき。 

（招集）  

第 23 条 社員総会は、法令に別段の定めがある場合を除き、理事会の決議

に基づき、理事長が招集する。 

２   すべての社員の同意がある場合には、その招集手続を省略するこ

とができる。 ただし、社員総会に出席しない社員が書面又は電磁

的方法によって議決権を行使することができることとするときは、

この限りではない。 

３   理事長は、前条第２項第２号の規定による請求があったときは、

その日から６週間以内の日を社員総会の日とする臨時社員総会の

招集の通知を発しなければならない。  

４   社員総会を招集するときは、会議の日時、場所、目的及び審議事

項を記載した書面をもって、開催日の１週間前までに通知しなけれ

ばならない。ただし、社員総会に出席しない社員が書面又は電磁的

方法によって議決権を行使することができることとするときは、２

週間前までに通知しなければならない。 

（議長）  

第24条 社員総会の議長は、理事長がそれに当たる。 

（定足数）  

第 25 条 社員総会は、総社員の議決権の過半数を有する社員の出席がなけ

れば開催することができない。 

（議決）   

第 26 条 社員総会の議事は、法人法第４９条第２項に規定する事項及びこ

の定款に特に規定するものを除き、総社員の議決権の過半数を有す

る社員が出席し、出席した社員の議決権の過半数をもって決する。 

（議事録） 

第 27 条 社員総会の議事については、法令で定めるところにより次の事項
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を記載した議事録を作成しなければならない。 

（１）日時及び場所 

（２）普通会員の現在員数及び出席者数（書面又は電磁的方法によ

る表決者及び表決委任者の場合にあっては、その旨を付記する

こと。） 

（３）審議事項及び議決事項 

（４）議事の経過の概要及びその結果 

（５）議事録署名人の選任に関する事項 

２   議事録の承認は、議長及びその社員総会において選出された議事

録署名人２名以上が、署名・押印をしなければならない。 

 

（社員総会規則）  

第 28 条 社員総会の運営に関し必要な事項は、法令又はこの定款に定める

もののほか、社員総会において定める社員総会規則による。 

 

第 ５ 章   役 員 等 

（種類及び定数）   

第29条 本学会に、次の役員を置く。  

（１）理事長   １名 

（２）副理事長  １名 

（３）理事   ２０名以内（理事長・副理事長を含む） 

（４）監事    ２名以内 

２   理事のうち、１名を理事長とし、１名を副理事長とする。 

（選任等）  

第30条 理事及び監事は、社員総会において各々選任する。 

２  理事長、副理事長は、理事の中から理事会において選定する。 

３   監事は、本学会の理事若しくは使用人を兼ねることができない。 

４   理事又は監事に異動があったときは、２週間以内に登記申請しな

ければならない。 

（理事の職務・権限）  

第 31 条 理事は、理事会を構成し、この定款の定めるところにより、本学

会の業務の執行を決定する。  

２   理事長をもって法人法上の代表理事とし、理事長が本学会を代表

し、その業務を執行する。 

３   副理事長は、理事長を補佐し、本学会の業務を執行する。 

４   理事は、理事長及び副理事長を補佐し、本学会の業務を執行する。

また、理事長若しくは副理事長に事故があるとき、又は理事長若し

くは副理事長が欠けたときは、理事会において、理事長又は副理事

長を選定する。 

５   理事は、本学会の業務を分担執行する。 

６   理事長、副理事長及び理事は、自己の職務の執行の状況を理事会

に報告しなければならない。 

（監事の職務・権限）  

第32条 監事は、次に掲げる職務を行う。  

（１）理事の職務執行の状況を監査すること。   

（２）本学会の業務並びに財産及び会計の状況を監査すること。  

（３）社員総会及び理事会に出席し、必要あると認めるときは意見

を述べること。  

（４）理事が不正の行為をし、若しくはその行為をするおそれがあ

ると認めるとき、又は法令若しくは定款に違反する事実若しく

は著しく不当な事実があると認めるときは、これを理事会に報

告すること。  

（５）前号の報告をする必要があるときは、理事長に理事会の招集

を請求すること。ただし、その請求の日から５日以内に、その

請求の日から２週間以内の日を理事会とする招集通知が発せ

られない場合は、直接理事会を招集すること。  

（６）理事が社員総会に提出しようとする議案、書類その他法令で

定めるものを調査し、法令若しくは定款に違反し、又は著しく

不当な事項があると認めるときは、その調査の結果を社員総会

に報告すること。 

（７）理事が本学会の目的の範囲外の行為その他法令若しくは定款

に違反するおそれがある場合において、その行為によって本学

会に著しい損害が生じるおそれがあるときは、その理事に対し、

その行為をやめることを請求すること。 

（８）その他監事に認められた法令上の権限を行使すること。 

（任期）  

第 33 条 理事の任期は、選任後２年以内に終了する事業年度のうち、最終

のものに関する定時社員総会の終結の時までとし、再任を妨げな

い。 但し、連続して３期までとする。 

２    監事の任期は、選任後４年以内に終了する事業年度のうち、最終

のものに関する定時社員総会の終結の時までとし、再任を妨げな

い。但し、連続して２期までとする。 

３    理事、監事が辞任した時は、別途定める規程により選出した理事、

監事の次点者がその残任期間に当たるものとする。 

４    役員は、辞任又は任期満了後においても、新たに選任された者が

就任するまでは、その職務を行わなければならない。  

（解任）  

第 34 条 役員を、社員総会において解任することができる。ただし、監事

を解任する場合は、総社員の半数以上であって、総社員の議決権

の３分の２以上の議決に基づいて行わなければならない。  

（報酬等）  

第 35 条 役員は無報酬とする。ただし、常勤の役員には報酬を支給するこ

とができる。その額については、別に定める役員等の報酬規程に

よる。  

２    役員には、その職務を行うために要する費用の支払いをすること

ができる。  

（取引の制限）  

第 36 条 理事が次に掲げる取引をしようとする場合は、その取引について

重要な事実を開示し、理事会の承認を得なければならない。  

（１）自己又は第三者のためにする本学会の事業の部類に属する取

引  

（２）自己又は第三者のためにする本学会との取引  

（３）本学会がその理事の債務を保証することその他理事以外の者

との間における本学会とその理事との利益が相反する取引  

２   前項の取引をした理事は、その取引の重要な事実を遅滞なく、理

事会に報告しなければならない。  

 

第 ６ 章   理 事 会 

（権限）  

第37条 理事会は、次の職務を行う。 

（１）社員総会の日時及び場所並びに議事に付すべき事項の決定  

（２）規則の制定、変更及び廃止に関する事項  

（３）前各号に定めるもののほか本学会の業務執行の決定  

（４）理事の職務の執行の監督 
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（５）理事長、副理事長の選定及び解職 

（６）会員の入会の可否 

（７）その他法令に定めのある事項 

２   理事会は次に掲げる事項その他の重要な業務執行の決定を、理事

に委任することができない。  

（１）重要な財産の処分及び譲受け 

（２）多額の借財 

（３）重要な使用人の選任及び解任 

（４）内部管理体制の整備（理事の職務の執行が法令及び定款に適

合することを確保するための体制その他本学会の業務の適正

を確保するために必要な法令で定める体制の整備） 

（種類及び開催）  

第38条 理事会は、通常理事会及び臨時理事会の２種とする。  

２   通常理事会は、毎事業年度４回以上開催する。  

３    臨時理事会は、次の各号の一に該当する場合に開催する。  

（１）理事長が必要と認めたとき。  

（２）理事長以外の理事から会議の目的である事項を記載した書面

をもって理事長に招集の請求があったとき。  

（３）前号の請求があった日から５日以内に、その日から２週間以

内の日を理事会の日とする理事会の招集の通知が発せられな

い場合に、その請求をした理事が招集したとき。  

（４）第３２条第１項第５号の規定により、監事から、理事長に招

集の請求があったとき、又は監事が招集したとき。  

（招集）  

第39条 理事会は、理事長が招集する。 ただし、前条第３項第３号により

理事が招集する場合及び前条第３項第４号により監事が招集する

場合を除く。 

２   理事長は、前条第３項第２号に該当する場合は、その日から２週

間以内に臨時理事会を招集しなければならない。 

３   理事会を招集するときは、会議の日時、場所、目的及び審議事項

を記載した書面をもって、開催日の１週間前までに、各理事及び

監事に対して通知しなければならない。 

（議長） 

第40条 理事会の議長は、理事長がこれに当たる。 

（議決）  

第 41 条 理事会の議事は、この定款に別段の定めがあるもののほか、議決

に加わることができる理事の過半数が出席し、出席した理事の過

半数をもって決する。  

（決議の省略）  

第 42 条 理事が、理事会の決議の目的である事項について提案した場合に

おいて、その提案について、議決に加わることのできる理事の全

員が書面又は電磁的方法により同意の意思表示をしたときは、そ

の提案を可決する旨の理事会の議決があったものとみなす。ただ

し、監事が異議を述べたときは、その限りではない。  

（議事録）  

第 43 条 理事会の議事については、法令で定めるところにより議事録を作

成し、出席した理事長及び監事は、これに署名・押印しなければ

ならない。  

 

第 ７ 章  学 会 総 会 

（学会総会の種類） 

第44条 学会総会は、定時学会総会と臨時学会総会とする。 

（学会総会の構成） 

第45条 学会総会は、普通会員をもって組織する。 

（学会総会の権限） 

第 46 条 学会総会は、本学会の事業計画、収支予算並びに本学会運営上の

重要事項について、理事会に対し意見を述べる。 

（学会総会の開催） 

第47条 定時学会総会は、理事長が招集し、毎年１回開催する。 

ただし、定款第33条1項及び2項に規定される理事・監事任期の

最終の事業年度に関する定時学会総会については、前期の理事長が

召集し、前期の理事・監事が報告、説明の任に当たる。 

   ２   臨時学会総会は、次の各号の一に該当する場合に開催する。 

    （１）開催についての理事会の議決があったとき 

    （２）普通会員現在数の５分の１以上から請求があったとき 

    （３）監事から招集請求があったとき 

 

第 ８ 章   学 術 集 会 

（学術集会会長の選任）  

第48条 本学会に学術集会会長を置く。 

２   学術集会会長は、理事会が普通会員の中から推薦し、社員総会の

承認を得る。 

（学術集会会長の任期）  

第 49 条 学術集会会長の任期は前条第２項で規定する選任の日から、当該

学術集会終了までとする。 

（学術集会会長の職務）  

第50条 学術集会会長は、学術集会を主宰する。 

  ２    学術集会会長は、理事会に出席することができる。 

（学術集会の開催）  

第51条 学術集会は、毎年１回開催する。 

  ２   学術集会会長は、学術集会の運営及び演題の選定等について審議

するため、学術集会企画委員を委嘱し、学術集会企画委員会を組

織する。 

第 ９ 章   基  金 

（基金の拠出） 

第 52 条 当法人は、会員又は第三者に対し、基金の拠出を求めることがで

きるものとする。 

（基金の募集等） 

第 53 条 基金の募集、割当て及び払込み等の手続については、理事会の決

議を経て会長が別に定める基金取扱い規程によるものとする。 

（基金の拠出者の権利） 

第 54 条 基金の拠出者は、前条の基金取扱い規程に定める日までその返還

を請求することができない。 

（基金の返還の手続） 

第 55条 基金の返還は、定時社員総会の決議に基づき、法人法第 141条第

２項に定める範囲内で行うものとする。 

（代替基金の積立て） 

第 56 条 基金の返還を行うため、返還される基金に相当する金額を代替基

金として積み立てるものとし、これを取り崩すことはできない。 

 

第１０章   財産及び会計 

（財産の管理・運用）  

第 57 条 本学会の財産は理事長が管理し、その方法は、社員総会及び理事

会の決するところに従うものとする。  
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（事業計画及び収支予算）  

第 58 条 本学会の事業計画書、収支予算書、資金調達及び設備投資の見込

みを記載した書類については、毎事業年度開始日の前日までに理

事長が作成し、理事会の承認を受けなければならない。これを変

更する場合も、同様とする。  

２   前項の書類については、主たる事務所に、当該事業年度が終了す

るまでの間据え置き、一般の閲覧に供するものとする。  

（事業報告及び決算）  

第 59 条 本学会の事業報告及び決算については、毎事業年度終了後、理事

長が次の書類を作成し、監事の監査を受けた上で、理事会の決議

を経て、社員総会の承認を受けなければならない。 

（１）事業報告 

（２）事業報告の附属明細書 

（３）貸借対照表 

（４）損益計算書（正味財産増減計算書） 

（５）貸借対照表及び損益計算書（正味財産増減計算書）の附属明

細書 

（６）財産目録 

２  第１項の書類のほか、次の書類を主たる事務所に５年間据え置き、

一般の閲覧に供するとともに、定款及び社員名簿を主たる事務所に

据え置き、一般の閲覧に供するものとする。 

（１）監査報告 

（２）理事及び監事の名簿 

（３）理事及び監事の報酬等の支給の基準を記載した書類 

（４）運営組織及び事業活動の状況の概要及びこれらに関する数値

のうち重要なものを記載した書類 

 (剰余金の処分制限)  

第 60 条 本学会は会員その他の者に対し、剰余金の分配をすることはでき

ない。 

   ２   会員に剰余金を分配する社員総会の決議は無効とする。 

 

第１１章   定款の変更、合併及び解散等 

（定款の変更）  

第 61 条 この定款は、社員総会において、総社員の半数以上であって、総

社員の議決権の３分の２以上の議決により変更することができる。  

（合併等）  

第 62 条 本学会は、社員総会において、総社員の半数以上であって、総社

員の議決権の３分の２以上の議決により、他の一般社団・財団法

人法上の法人との合併、事業の全部又は一部の譲渡をすることが

できる。  

（解散） 

第 63 条 本学会は、法人法第１４８条第１号から第２号及び第４号から第

７号までに規定する事由によるほか、社員総会において、総社員

の半数以上であって、総社員の議決権の３分の２以上の議決によ

り解散することができる。 

（残余財産の処分）  

第 64 条 本学会が解散等により清算するときに有する残余財産は、社員総

会の議決により本学会と類似の事業を目的とする他の公益法人等

又は国若しくは地方公共団体に贈与するものとする。 

 

 

 

第１２章   開示請求 

 （普通会員の開示請求権）  

第 65 条 普通会員は、法人法に規定された次に掲げる社員の権利を、代議

員と同様に当法人に対して行使することができる。  

   （１）法人法第14条第2項の権利（定款の閲覧等） 

   （２）法人法第32条第2項の権利（社員名簿の閲覧等） 

   （３）法人法第57条第4項の権利（社員総会の議事録の閲覧等） 

（４）法人法第50条第6項の権利（社員の代理権証明書面等の閲覧等） 

   （５）法人法第 52条第 5項の権利（電磁的方法による議決権行使記

録の閲覧等） 

   （６）法人法第129条第3項の権利（計算書類等の閲覧等） 

   （７）法人法第229条第2項の権利（清算法人の貸借対照表等の閲覧

等） 

   （８）法人法第246条第3項、第250条第3項及び第256条第3項の

権利（合併契約等の閲覧等） 

 

第１３章   委 員 会 

（委員会の設置等）  

第 66 条 本学会は、事業の円滑な運営を図るために、理事会の議を経て委

員会を設置することができる。  

２   委員会の委員は、会員及び学識経験者のうちから、理事会が選任

する。  

３   委員会の任務、構成並びに運営に関し必要な事項は、理事会の議

決により別に定める。  

 

第１４章  表 彰 制 度 

（表彰制度と種類）  

第 67 条 本学会は、本学会の発展に貢献あるいは学術領域において優れた

業績があったと認められる学会員の表彰および助産実践の開発に

貢献があったと認められる学会員を表彰することができる。 

  ２   表彰の種類は次の３種とする。 

（１）日本助産学会功労賞 

（２）日本助産学会学術賞 

（３）日本助産学会奨励賞 

 

第１５章   事 務 局 

（設置等） 

第68条 本学会の事務を処理するため、事務局を設置する。 

２  事務局の重要な職員は、理事長が理事会の承認を得て任免する。 

（備付け帳簿及び書類）  

第 69 条 主たる事務所には、常に次に掲げる一般の閲覧に供する帳簿及び

書類を備えておかなければならない。   

（１）定款   

（２）会員名簿及び会員の異動に関する書類  

（３）理事、監事及び職員の名簿並びに履歴書  

（４）認定、許可、認可等及び登記に関する書類  

（５）定款に定める機関（理事会及び総会）の議事に関する書類  

（６）財産目録  

（７）理事及び監事の報酬等の支給の基準を記載した書類 

（８）事業計画書及び収支予算書  

（９）事業報告書及び収支計算書等の計算書類  

（10）前項の監査報告書  
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（11）その他法令で定める帳簿及び書類  

（12）官公署往復書類 

２  前項各号の帳簿及び書類等の閲覧については、法令の定めによる

とともに、第７０条第２項に定める情報公開規程によるものとする。   

 

第１６章   情報公開及び個人情報の保護 

（情報公開）  

第 70 条 本学会は、公正で開かれた活動を推進するため、その活動状況、

運営内容、財務資料等を積極的に公開するものとする。  

２  情報公開に関する必要な事項は、理事会の議決により別に定める

情報公開規程による。  

（個人情報の保護）  

第 71 条 本学会は、業務上知り得た個人情報の保護に万全を期すものとす

る。  

２   個人情報の保護に関する必要な事項は、理事会の議決により別に

定める。  

  

第１７章    補     則 

（委任）  

第 72 条 この定款に定めるもののほか、本学会の運営に必要な事項は、理

事会の議決により別に定める。 

 

付    則  

１．この定款は、２０１０年３月２０日から施行する。 

２．この定款は、２０１１年７月２４日から施行する。  

３．この定款は、２０１２年４月３０日から施行する。 

４．この定款は、２０１３年４月３０日から施行する。 

５．この定款は、２０１４年３月２１日から施行する。 

６. この定款は、２０１５年３月２７日から施行する。 

７. この定款は、２０１７年３月１７日から施行する。 

８．この定款は、２０２１年３月１９日から施行する。 
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